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カーボンニュートラルの実現に向けた自助努力の取組み

1

当社ビジョン

• 省エネルギー対策の推進
• 環境配慮型商品の販売・開発推進
• 再生可能エネルギー事業の拡大

• 国内外における再生可能
エネルギー事業の更なる拡大

• 革新的技術を活用した事業の展開
（CO2フリーサプライチェーン構築、
e-fuel等）

イラストは統合レ
ポートの説明と合
わせた方がいいの

では？？

⚫ ENEOSグループは、2040年自社排出分のCO2排出量について、環境負荷低減および環境対応型
事業強化等の自助努力の取組みで相殺されることを目指す。
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ＥＮＥＯＳの水素ＳＴネットワーク（ＳＳ併設型、単独型、移動式）

ＳＳ併設型
（17カ所）

単独型
（17カ所）

移動式
（12カ所）

（参考）定置式STの設備構成

■オンサイトST
水素ST敷地内に
水素製造装置を
有する。

■オフサイトST
水素ST敷地内に
水素製造装置を
有さない。

圧縮機 蓄圧器

冷凍機

ディスペンサー

水素ステーション
製油所等

LPGローリー

水素製造装置LPG
水素

LPG

冷媒

水素トレーラー

圧縮機 蓄圧器

冷凍機

ディスペンサー

水素
水素 冷媒

水素製造出荷センター

国内水素STの内訳
（2021年7月8日現在）

水素ステーション

会社 ST数

ENEOS 46カ所

岩谷産業 38カ所

日本エア・リキード 12カ所

その他 51カ所

合計 147カ所

首都圏：31カ所

中京圏：7カ所
当社ＳＴ数

固定式
移動
式

合計オン
サイト

オフ
サイト

小計

首都圏 5 14 19 12 31

中京圏 5 2 7 - 7

関西圏 2 1 3 - 3

北部九州圏 3 2 5 - 5

合計 15 19 34 12 46

ＳＳ併設型 6 11 17 - 17

単独型 9 8 17 - 17

46ヵ所営業中

北部九州圏：5カ所

関西圏：３カ所

都市ガス

当社の取組み
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ＣＯ２フリー水素サプライチェーン構築への貢献

3

製
造

CO2フリー水素の主なキャリアとサプライチェーンイメージ ※常温常圧の液体で扱える水素キャリア

ガス化 水電解

CO2フリー水素

大
規
模
水
素
海
上
輸
送
網

ＣＣＳ※

※二酸化炭素回収・貯蔵技術

海外未利用エネルギー

⚫海外の未利用エネルギー、再生可能エネルギーから製造されるCO2フリー水素の主なキャリアとして、
①液体水素、②有機ハイドライド（MCH）※、③アンモニアなどがある。

褐炭など 海外再生可能エネルギー

グリーン
水素

ブルー
水素

当社の取組み ①液体水素方式
豪州の未利用褐炭から製造されたCO2フリー水素のサプライチェーン構築に
関する技術研究組合（HySTRA）に、商用化検討メンバーとして参画中

当社の取組み ②MCH方式
MCH製造の工程簡略化・低コスト化に寄与する
電解技術を開発

当社の取組み
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国内における製油所をハブとするＣＯ２フリー水素の供給モデル

【製油所内の利活用】
・石油製品の脱硫
・精製および発電

アンモニア

製鉄所
（水素還元）

水素発電

モビリティ

＜国内需要ポテンシャル＞
（2050年想定byMETI）

出典: 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（METI、R2年12月25日）

製油所

メチルシクロヘキサン
（MCH）

再生可能エネルギー

水素製造

水素キャリアへ変換

500万~
1,000万トン/年

600万トン/年

700万トン/年

約100万トン/年の水素需要

再エネ由来水素

液化水素

⚫ CO2フリー水素の供給源は、再エネコストの安い海外製造～輸入が主流。

⚫海外から大量の水素を持ち込む際、港・桟橋・タンク等のアセットと需要近接地が不可欠。

⚫製油所は、産業部門でも比較的大量の水素を使用する。（石油製品の脱硫用途等）

➡ 製油所は、CO2フリー水素を安定供給するプラットフォームになり得る。

受入 貯蔵

水素

【近隣への供給】

石炭火力、船舶用燃料等
（燃料アンモニア：3,000万トン/年）

当社の取組み
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石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン（石連）

5

•石油業界は、サプライチェーンや製品の脱炭素化の取り組みの加速化や、既存インフラが活用できる
革新的な脱炭素技術（①CO2フリー水素、②合成燃料、③CCS・CCU（カーボンリサイクル）など）の研究開発と社
会実装に積極的にチャレンジすることで、事業活動に伴うCO2排出の実質ゼロ（カーボンニュートラル）を目指すとともに、
供給する製品の低炭素化等を通じて、社会全体のカーボンニュートラルの実現に貢献する。

業界の取組み
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2021/8/3

東京ガス株式会社

いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出推進協議会 ご説明資料

CO2ネット・ゼロに向けた東京ガスグループの取り組み
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2目次

1. 2050年のエネルギーを考える上での視点と打ち手、熱の脱炭素化の必要性

2. CO2ネット・ゼロに向けた当社の取組

3. メタネーション推進に向けたエネルギー政策動向
(グリーン成長戦略・メタネーション推進官民協議会)

R02030075
タイプライターテキスト
8



31-1. 2050年のエネルギーを考える上での視点と打ち手

2050年に
向けた課題

脱炭素化 レジリエンス

視点
と

打ち手

 再エネ＋電化に加え、熱の視点が重要

 将来を見据えたイノベーションが必要
 災害大国日本においてはレジリエンス向上
の視点が必要

 今後人口が減少する日本においては、既存インフラを有効活用する方策が必要で、国内で26万kmも

張り巡らされている都市ガスやLNGサプライチェーンの既存インフラを最大限活用する視点が重要

既存インフラの有効活用（追加的な社会コストの抑制）

 2050年に向けて、持続可能な社会構築のためには、エネルギー政策の要諦であるS+3Eは引き続き重要です。

 我々エネルギー事業者は、経済性を考慮しつつ①低炭素化・脱炭素化、②レジリエンス向上に貢献していきます。

 また、長期エネルギーの取り組みでは時間軸が重要です。トランジション期間は、 CO2の着実な削減が重要であり、
再エネ導入に加え、徹底的な省エネ・CO2低減・CCUSの取り組みが有効です。

 また、今後人口が減少する日本においては、追加的な社会コスト抑制の観点から既存のインフラを有効活用する方
策が重要で、中長期的にはガス体エネルギーの脱炭素化に向けてメタネーションが有望な選択肢と考えています。

 電力分野：再エネ拡大、火力ゼロエミ化
 熱分野 ：天然ガスを活用した省エネ

エネルギーの高度利用
CCU・CCS
水素・メタネーション

視
点

打
ち
手

視
点

打
ち
手

 エネルギー源の多様化、エネルギーネッ
トワークの多重化

 大規模供給と需要側の分散型システムの
統合（デジタル技術の活用）

視
点

打
ち
手

 メタネーションによるガス体エネルギーの脱炭素化を図ることで、都市ガスやLNGサプライチェーン全体
の既存インフラを継続的に活用
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1-2. 日本のCO2排出量と脱炭素社会実現に向けた熱の脱炭素化の必要性

 脱炭素社会実現に向けて、供給側の再エネ導入拡大と、需要側の電化はシナリオの一つではあるものの、経済性
やレジリエンス、エネルギー需要密度（電力と熱エネルギーの集積度を指す）の観点から、熱需要にはガス体エネル
ギーの活用も重要です。

 電力起源以外のCO2排出量の大半を占める「熱」の低炭素化・脱炭素化に対しては、燃料転換や高度利用に加
え、水素・メタネーション等、利用形態に応じて多様なCO2削減手段を組み合わせることが必要です。

4

2019年度エネルギー起源
CO2排出量実績

電力

4.9

熱等

3.2

運輸、その他

2.5

業務 0.4

産業 2.3
内）
鉄鋼 1.1
化学工業 0.2

家庭 0.6

2050年CO2排出量イメージ

非化石電源化

燃料転換（石油・石炭→天然ガス）

高度利用（面的利用・カスケード利用）

電化（＋非化石電源化）

再エネ熱

電気自動車（EV）化（＋非化石電源化）

再エネ主力電源化＋
需要側電化の議論が主流

利用形態やエネルギー需要
密度等に応じた多様な
CO2削減手段の組み合わ
せが必要
（例：エネルギー需要密度の高
い工業団地や商業地域に対して
は熱電併給システムを導入し熱
の面的利用を推進）

ガス体エネルギー脱炭素化（水素・ｱﾝﾓﾆｱ） ガス体エネルギーの脱炭素
化も電力分野のCO2削減
に寄与

燃料電池車（FCV）化

10.6億トン-CO2

CCUS／地球規模での削減貢献

ガス体エネルギー脱炭素化（水素・ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ）

CO2削減手段

出典：EDMCエネルギー・経済統計要覧
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5

 当社は2019年11月にグループ経営ビジョン「Compass2030」を発表し、「CO2ネット・ゼロをリード」を含む3つ
の挑戦を掲げました。

 トランジション期間のCO2排出抑制手段として天然ガスへの燃料転換等を推進しながら、中長期的には、CCUS等
を組み合わせたCO2吸収・オフセット、及び既存インフラを活用可能なメタネーション等のCO2排出ゼロの取り組みを
組み合わせ、CO2ネット・ゼロに挑戦していきます。

2. CO2ネット・ゼロ実現に向けた当社取組ロードマップ

低炭素化から脱炭素化へ

組
み
合
わ
せ
て
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
へ

CO2排出抑制
天然ガス
（LNG）

再エネ拡大

海外における削減効果の取り込み

都市ガスへの燃料転換・ガス機器高効率化・エネルギーの面的利用

CO2排出ゼロ

CO2吸収・オフセット

カーボンニュートラルLNG

CCUS技術の活用

超高効率燃料電池の導入

ガス体エネルギーの脱炭素化技術開発

～2050年～2030年

地球規模での
CO2排出量
イメージ

トランジション期間の徹底したCO2削減 脱炭素化

R02030075
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 メタネーションを活用した熱エネルギー供給は、グリーン成長戦略における重点分野14分野の一つである次世代熱エ
ネルギー産業が新たに位置づけられています。

 今年6月には、METIガス市場整備室による「メタネーション推進官民協議会」が設置され、メタネーション推進に向
けて官民を挙げた取組みの強化・加速が図られています。

出典：内閣官房 成長戦略会議（第11回）配付資料 資料2-1（2021年6月2日）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/seicho/seichosenryakukaigi/dai11/siryou2-1.pdf

3. メタネーション推進に向けたエネルギー政策動向（グリーン成長戦略、官民協議会）
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 時間軸に沿った各取り組みの詳細をご紹介します。
 トランジション期：即効性のあるCO2排出抑制手段を活用するとともに、抜本的な脱炭素化を実現する革新的技

術開発を推進します。また、政府の野心的なCO2削減目標に貢献すべく、各取組を加速化・前倒ししてまいります。
再エネ拡大、天然ガスへの燃料転換、省エネ、お客様先CCU活用、カーボンニュートラルLNG拡大

 脱炭素化期 ：CO2吸収・オフセット・リサイクル等によりCO2ネット・ゼロに挑戦します。
水素・メタネーション等のCO2排出ゼロ燃料利用、 CCUSによる国内外でのCO2吸収・オフセットの拡大

2030年 2040年 2050年

1.開発フェーズ 2.実証フェーズ
3.導入拡大・

コスト低減フェーズ
4.自立・商用フェーズ

水素・メタ
ネーション

CCUS

オフセット
ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞｴﾐｯｼｮﾝ

再エネ電
力
分
野

火力

熱
分
野
：
ガ
ス
体
エ
ネ
ル
ギ
ー

天然ガス

国内外再エネ電源の拡大

LNG火力の脱炭素化（ゼロエミ化）検討
（水素キャリア活用）

燃焼技術実証 混焼比率上昇 本格適用

低コスト水電解技術開発

メタネーション実証
（小規模：2021年度～、中規模：2025年度～)

海外メタネーションサプライチェーン検討

晴海水素供給

国内外の実証プラント
（耐久性向上・低コスト化・大規模化）

商用的拡大

他エリア（沿岸部・ローカルエリア）へ展開

ｵﾝｻｲﾄCCUS
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ開発

サービス化・お客さま先実証

大規模CCS
適地検討

海外でのCCS検討・適用（米国他） サイト拡大

メニュー多様化、
導入サイト・エリア拡大

水素・メタネーションの導入状況、
天然ガスの利用状況に応じて

組み合わせて活用
CNL導入拡大

天然ガスの有効利用（燃料転換、ガス機器高効率化、コージェネ等分散型システムの推進、面的利用、変動再エネの補完（VPP等））

天然ガス利用技術の海外展開

適地調査・実証

脱
炭
素
エ
ネ
ル
ギ
ー

森林吸収、DACCS、BECCS検討

※上記行程表は、現時点での目安であり、技術進展状況や制度・政策動向、他社動向により見直し・変更となる可能性がございます。

組
み
合
わ
せ
て
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
へ

トランジション期間 脱炭素化期

水電解技術適用

13年度比
CO21000万t削減貢献

【参考】 CO2ネット・ゼロ実現に向けた当社取組ロードマップ（取組詳細）
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8【参考】 CO2ネット・ゼロに向けた具体的取組事例：メタネーション実証試験

 東京ガスの横浜テクノステーションにおいてメタネーション実証試験を2022年3月から開始いたします。
 実証試験では、各装置の性能やシステム全体としての稼働率の評価に加え、合成メタン品質がガス消費機器の稼

働（機器性能）に与える影響、等を確認します。
 今年度は、メタネーションのテスト（水素とCO2からのメタン合成）を開始することを目標とします。
 将来的には、自社開発のｾﾙｽﾀｯｸを搭載した水電解装置や革新的ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ技術を適用し、近隣行政・企業様との
地域連携により、地域におけるカーボンニュートラルの地産地消モデル構築を目指します。

系統電力

水電解装置
（ITM製）

CO2タンク

メタネーション
（日立造船製）

太陽光発電

純水素
燃料電池

カードル等

水素タンク

DAC装置

近隣との連携
融通

燃焼ガス

今
年
度

将
来
展
開

CO2分離膜

水電解装置
(自社開発セルスタック)

革新的
メタネーション

お客様先から回収したCO2

ガス消費機器

水素
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